
堺市上下水道局優良建設工事施工者表彰実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、堺市上下水道局優良建設工事施工者表彰要綱（平成２９年制定）第５条

の規定により、上下水道局（以下「局」という。）が発注した建設工事（以下「局発注工事」

という。）の施工者の表彰に関する事務について必要な事項を定めるものとする。 

（表彰対象者） 

第２条 表彰対象者は、本市に建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項に基づく

主たる営業所を有する者（以下「市内業者」という。）とする。ただし、構成員に市内業者を

含む建設工事共同企業体での施工の場合は、市内業者以外も表彰対象者とする。この場合、

出資比率にかかわらず全ての構成員を表彰対象者とする。 

（表彰基準） 

第３条 表彰は、次の各号の規定により選定された工事（以下「表彰対象工事」という。）を施

工した者のうち局発注工事を施工した者に対して行うものとする。 

(1) 表彰対象工事は、局発注工事及び局以外が発注した建設工事のうちから別表第１に掲げる

発注時の業種別に、予定価格が９０，０００，０００円以上の工事と予定価格が４，０００，

０００円を超え９０，０００，０００円未満の工事とに分けた区分（以下「表彰区分」とい

う。）ごとに選定する。 

(2) 表彰件数は、表彰区分ごとに次のとおり定める。 

件数率（注） 当該区分の表彰件数 

１０％未満 １件 

１０％以上 ２０％未満 ２件 

２０％以上 ３０％未満 ３件 

３０％以上 ４０％未満 ４件 

４０％以上 ５０％未満 ５件 

５０％以上 ６０％未満 ６件 

６０％以上 ７０％未満 ７件 

７０％以上 ８０％未満 ８件 

８０％以上 ９０％未満 ９件 

９０％以上 １０件 

（注）件数率とは、前年度に完成した前号の工事（予定価格が４，０００，０００円以下の

工事を除く。）に対する、表彰区分ごとの工事件数の割合をいう。 

(3) 表彰対象工事は、前号の表彰件数に基づき、工事成績評定点（堺市請負工事成績評定要領

（平成２５年制定）第３条又は堺市上下水道局工事成績評定要領（平成２５年制定）第３条

の規定により、工事の完成時に評定された結果の点数をいう。以下同じ。）が上位の工事から

順に選定する。ただし、表彰対象工事となる最低の工事成績評定点に複数の工事が該当する

場合は、前号の規定にかかわらず、当該点数の工事全てを選定する。 



(4) 第２号の規定にかかわらず、工事成績評定点が８５点以上の工事は、全て表彰対象工事と

する。 

(5) 第２号及び第３号の規定にかかわらず、工事成績評定点が８０点未満の工事は表彰対象工

事としない。 

（欠格事項） 

第４条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、表彰を行わない。

なお、表彰対象工事が建設工事共同企業体での施工で、構成員のいずれかが次の各号のいず

れかに該当した場合は、当該構成員のみ表彰を行わない。 

(1) 表彰年度の前３年度から表彰の当日までの間に、堺市上下水道局入札参加有資格者の入札

参加停止等に関する要綱（平成１６年制定）に基づく入札参加停止又は入札参加回避若しく

は堺市上下水道局契約関係暴力団排除措置要綱（平成２４年制定）に基づく入札参加除外（改

正前の堺市上下水道局暴力団等排除措置要綱に基づく入札参加除外を含む。）を受けた期間が

かかるもの 

(2) 表彰年度の前年度に完成した工事の工事成績評定点が６４点以下のもの 

(3) 前２号に掲げるもののほか、堺市建設工事入札参加資格等審査委員会要綱（昭和６１年制

定）第１条の規定により設置する堺市建設工事入札参加資格等審査委員会が表彰することは

不適当と判断したもの 

 

附 則 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２９年４月１日前に公告その他契約の申込みの誘引が行われた工事に係る第３条第１号

の適用については、同号の規定中「９０，０００，０００円」とあるのは「６０，０００，０

００円」と読み替えるものとする。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和６年３月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領による改正後の第３条の規定は、この要領の施行の日以後に公告その他契約の申込

みの誘引が行われる契約について適用し、同日前に公告その他契約の申込みの誘引が行われた

契約で同日以後に締結されるものについては、なお従前の例による。  



別表第１（第３条関係） 

区分 業種 必要な許可 

建設工事 

土木工事 土木工事業 

建築工事 建築工事業 

電気工事 電気工事業 

管工事 管工事業 

舗装工事 舗装工事業 

造園工事 造園工事業 

水道施設工事 水道施設工事業 

その他工事 

大工工事業 

左官工事業 

とび・土工工事業 

石工事業 

屋根工事業 

タイル・れんが・ブロック工事業 

鋼構造物工事業 

鉄筋工事業 

しゅんせつ工事業 

板金工事業 

ガラス工事業 

塗装工事業 

防水工事業 

内装仕上工事業 

機械器具設置工事業 

熱絶縁工事業 

電気通信工事業 

さく井工事業 

建具工事業 

消防施設工事業 

清掃施設工事業 

解体工事業 

 


